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１．研究の概要

本研究では、実測データを活用した放射線リスクコミュニケーションに活用する資料を作成するた

めに、富岡町、川内村、大熊町において、長崎大学及び北海道科学大学と連携し、川内村役場住民課

及びかわうちラボ、富岡町役場健康づくり課、大熊町役場環境対策課の協力を得て以下の調査を実施

した。原発事故から 10 年ほど経過する現状において、生活環境中に放出された放射性物質に起因す

る周辺線量当量率への影響を評価するには、自然放射線量の評価が不可欠である。そこで、ガンマ線

波高分布の解析によって天然成分と人工成分とを弁別して周辺線量当量率を評価し、マッピングを行

うとともに、住民の外部被ばくによる年間実効線量を推定した。さらに、ラドンやその放射性同位体

であるトロンによる住民の吸入被ばくの実態を明らかにし、大気中の放射性セシウムの測定で得られ

た吸入被ばくによる年間実効線量と比較した。また、飲料水中のラドンと放射性セシウムの分析によ

り、当該地域における経口摂取による被ばくの実態を明らかにするとともに、既存のデータや文献調

査によって食事による経口摂取、計算によって二次宇宙線による外部被ばくによる年間実効線量を推

定した。本調査で得られた結果を基に、自然放射線源からの被ばく線量を“ものさし”とすることで

人工放射線による線量との比較が住民自身で容易にできるように図を使った資料を作成した。さら

に、調査協力を得た住民や役場職員への結果説明にこの資料を活用した。なお、本調査では個人の行

動記録や家屋構造等を取得するにあたり、弘前大学大学院保健学研究科に設置された倫理委員会の承

諾を得た（承認番号: 2020-56）。 

２．研究期間内に実施した内容

年目／実施年度 実施した内容

１年目 1) 富岡町、川内村及び大熊町の居住区域（富岡町と大熊町では帰還困難区域も

含む）を中心として NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメータを搭載した自

動車走行サーベイを実施し、2591 データを取得した。周辺線量当量率は

0.03−4.02 μSv/h まで広く分布していることが明らかとなった。さらに、NaI(Tl)

シンチレーションスペクトロメータによる測定によって、自然放射線と人工

放射線とを弁別した周辺線量当量率を 57 地点で評価した。
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2) 弘前大学内に設置されているラドン及びトロン較正場 1)において、パッシブ

型ラドン・トロンモニタ 2)の較正実験を実施し、トラック密度からラドン濃

度及びトロン濃度への換算係数を評価した。さらに、令和３年 12 月から令和

４年３月にかけて川内村の 30 家屋にパッシブ型モニタを設置し、冬期のデー

タを取得した。また、川内村内の２ヶ所において冬期の屋外ラドン濃度を得

た。令和３年 12 月及び令和４年３月には川内村において大気ダストのサンプ

リングを実施し、放射性セシウム濃度を高純度 Ge 半導体検出器で分析した

結果、検出下限値以下であることを確認した。

3) 226Ra で値付けがされている液体シンチレーションカウンタを所有する神戸

薬科大学との比較実験によって、飲料水中のラドン濃度測定に使用する２台

のラドンモニタの較正定数を得た。令和３年 12 月及び令和４年３月には、川

内村の 10 家屋より採水した飲料水中のラドン濃度を評価した結果６家屋で

EU が報告する参考レベル 3)を超えることが明らかとなった。さらに、川内村

で採水した 10 家屋の飲料水中の放射性セシウム濃度を高純度 Ge 半導体検出

器で分析した結果、検出下限値以下（0.07 Bq/L）であることを確認した。

２年目 1) ３町村内を 2 km × 2 km のメッシュに区切り、測定可能な全 95 メッシュにお

いて周辺線量当量率の定点測定を実施した。得られたパルス波高分布を応答

行列法により解析し、天然成分と人工成分に弁別した周辺線量当量率マップ

を作成した。天然成分は 0.023−0.071 μSv/h、人工成分は 0.015−3.805 μSv/h と

広く分布していることが明らかとなった。

2) 川内村での屋内ラドン調査が終了し、ラドン濃度及びトロン子孫核種濃度の

年間平均値は、それぞれ 20 ± 11 Bq/m3 及び 1.1 ± 1.9 Bq/m3であった。富岡町

では３期間（４月から１月まで）の調査が終わった。大熊町では 2 期間（９

月から３月まで）の調査が終わった。比較地域として、弘前市、札幌市、沖

縄県内及び北海道の温泉施設内での屋内ラドン及びトロン子孫核種濃度の調

査も開始した。

3) 大気中の放射性セシウム濃度に関して、川内村の２地点では全ての季節にお

いて 134Cs 及び 137Cs は検出下限値以下（~0.06 Bq/m3）であった。一方、富岡

町と大熊町で全てのサンプリング地点で 137Cs が検出され、その濃度範囲は

27−120 μBq/m3 であった。

4) 川内村の全家屋において地下水を飲用に利用しており、その平均ラドン濃度

は 18−351 Bq/L であった。富岡町と大熊町では、全ての家屋において水道水

が飲用に利用されており、そのラドン濃度は検出下限値以下（3 Bq/L）であっ

た。一部の家屋では地下水も利用していたが、そのラドン濃度は富岡町（3 家

屋）で 6−29 Bq/L、大熊町（1 家屋）で 6 Bq/L と評価された。一方、137Cs は

全ての飲料水で検出下限値以下であった。最高値を示した家屋の飲料水中の

ラドン濃度を、①ラドンの散逸防止に配慮したサンプリング手法を用いた場

合、②通常の飲用方法を想定して蛇口から直接サンプリングした場合、③飲

用水を煮沸した場合でそれぞれ評価した。その結果、それぞれの手法で得ら

れたラドン濃度は 399 ± 30 Bq/L、316 ± 26 Bq/L、19 ± 2 Bq/L と評価され、煮

令和４年度
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沸によってラドン濃度は 5%程度まで低減された。 

３年目 本調査研究は３年間かけてデータを取得するため、３年目である令和５年度に

ついては実施内容の概要にとどめ、得られた結果については最終結果として次章

で述べる。

1) ３町村内を 2 km × 2 km のメッシュに区切り、３年間の調査で得られた各メ

ッシュの周辺線量当量率を定点測定と走行サーベイの結果を用いて評価し、

それぞれのマッピングを行った。

2) 屋内ラドン調査に関して、富岡町、大熊町及び対象地域でも予定通りの調査

を実施し、屋内のラドン濃度及びトロン子孫核種濃度を得た。得られた結果

より季節変動について議論するとともに、年間実効線量を推定した。

3) 飲料水中のラドン及び 137Cs の放射能濃度の調査も予定通り終了した。137Cs

はいずれの調査家屋でも検出下限値以下であった。ラドンについては得られ

た結果、137Cs については検出下限濃度を用いて年間実効線量を推定した。

4) 川内村の飲料水中のラドン濃度が高いことから、その低減手法に関して令和

４年度よりも詳細な実験を実施した。

5) 大気中のラドン及び 137Cs 濃度調査に関して、富岡町及び大熊町でも予定通り

に調査が終了した。ラドンについては得られた結果、富岡町と大熊町では得

られた 137Cs 放射能濃度、川内村については検出下限濃度を用いて年間実効線

量を推定した。

6) 各町村での研究協力者向けに、自然放射線源による年間実効線量をものさし

とした人工放射線による年間実効線量の説明資料を作成し、住民へ説明を行

った。さらに、富岡町が発行している「放射線情報まとめニュース ライフと

みおか」に調査結果とその解説記事を掲載した 4,5)。

7) 飲料水中のラドン測定における問題点を指摘した論文が Radiation Protection

Dosimetry 誌に掲載された 6)。

令和５年度

３．研究終了時に得られた結果・結論

① 研究結果・結論（総括）・成果など

1) 屋内ラドン濃度及び平衡等価トロン濃度

川内村（30 軒）、富岡町（30 軒）、大熊町（１施設を除く９軒）の屋内ラドン濃度の年平均値は、そ

れぞれ 20 ± 11 Bq/m3、18 ± 15 Bq/m3、22 ± 18 Bq/m3であった。一方、対象地域である札幌市、弘前市、

沖縄県では、それぞれ 17 ± 19 Bq/m3、16 ± 13 Bq/m3、15 ± 17 Bq/m3 であり浜通りの 3 町村で得られた

結果と同レベルであった。2003 年の建築基準法の改正によって 24 時間換気システムが導入された

2003 年以降に建築された家屋では顕著な季節変動を示さなかったものの、2003 年以前の家屋では冬

季に高く夏季に低い典型的な季節変動を示した。

川内村（30 軒）、富岡町（30 軒）、大熊町（10 軒）の平衡等価トロン濃度（EETC）の年平均値は、

それぞれ 1.1 ± 1.9 Bq/m3、0.4 ± 0.5 Bq/m3、0.9 ± 0.9 Bq/m3 であった。壁紙や壁に塗料が塗布されてい

る家屋の EETC が低い傾向にあることが報告されている 7)が、本調査においても同様の傾向を示した。

一方、対象地域である札幌市、弘前市、沖縄県では、それぞれ 0.4 ± 0.4 Bq/m3、0.3 ± 0.3 Bq/m3、0.9 ± 
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1.2 Bq/m3 であり浜通りの 3 町村で得られた結果と同レベルであった。 

2) 大気中のラドン濃度及び 137Cs 放射能濃度

３町村の６地点において１年間測定した結果、大気中のラドン濃度の平均値は 7 ± 4 Bq/m3 であり、

わが国の平均値（6 Bq/m3）と同レベルであった 8)。また、大気中の 137Cs 放射能濃度は、川内村では

検出下限値以下、富岡町では 4−31 μBq/m3、大熊町では 33−210 μBq/m3であった。 

3) 飲料水中のラドン濃度及び 137Cs 放射能濃度

川内村では、全家屋において地下水を飲用に利用しており、その平均ラドン濃度は 18−351 Bq/L で

あった。富岡町と大熊町では水道水を飲用に利用しており、ラドン濃度は全て検出下限値以下であっ

た。また、富岡町と大熊町内でも地下水を採水して測定した結果、それぞれ 9 Bq/L 及び 13 Bq/L であ

った。地下水中のラドン濃度が異なる要因は、川内村が阿武隈花崗岩帯に位置しているのに対し、富

岡町や大熊町の採水地点が第四紀堆積層に位置することに由来すると考えられる。

4) 天然成分と人工成分とを弁別した周辺線量当量率の評価

測定可能な全 95 メッシュにおいて周辺線量当量率を測定し、天然成分と人工成分に弁別したマッ

プを作成した。天然成分は 0.023−0.071 μSv/h と評価され、人工成分は 0.015−3.805 μSv/h であった。10

メッシュでは、周辺線量当量率のバラツキを評価するためメッシュ内の複数地点を測定し、その変動

係数を評価した。その結果、6%から 77％となり、変動係数は線量率が低い川内村で小さく、帰還困

難区域内で大きい傾向を示した。

5) 年間実効線量の評価と住民への説明資料の作成

本調査で得られた実測結果に加え、食事中に含まれる天然放射性核種の経口摂取及び二次宇宙線に

よる年間実効線量をそれぞれ文献値 9)及び EXPACS10)による計算から評価した。その結果、川内村、

富岡町、大熊町の自然放射線源からの年間実効線量は、それぞれ 2.6 mSv、2.0 mSv、2.3 mSv と評価

された。一方、それぞれの町村の人工放射線源からの年間実効線量は、それぞれ 0.12 mSv、0.34 mSv、

0.59 mSv と評価された。 

３年間の調査結果をもとに住民への説明資料を作成し、自然放射線源からの年間実効線量をものさ

しとして事故由来の放射性セシウムによる線量と比較し住民への説明を行った。

② 計画・目標通り実施できなかった事項とその理由

本調査事業の初年度である令和３年度は、新型コロナウィルス感染症が蔓延した状況下であった。

そのため、ラドンモニタの設置のために各家庭を訪問することになるため、新型コロナウィルス感染

症が蔓延した状況下においては訪問を控えざるを得なかった。

各役場担当者への事前説明の際には、実際に設置するモニタを持参し、設置方法などについて理解

を得た。その後、各役場担当者より協力を得られる住民を紹介してもらった。訪問が困難な場合には

オンライン会議システムを活用し、自治体関係者に対して設置や回収に関する十分な説明を行い、調

査が円滑に進むように協力を依頼した。

その結果、当初の計画よりは遅れが生じたものの、川内村では新型コロナウィルス感染症の状況を

みながら、同役場住民課及びかわうちラボの協力を得て令和３年度中に冬季のデータを取得すること

ができた。富岡町では富岡町役場健康づくり課の協力によって 30 家屋の協力者を得ることができ、

令和４年４月からラドンモニタの設置が可能となった。大熊町でも令和３年度中にラドンモニタの設

置を開始することはできなかったが、同役場環境対策課の協力によって 10 家屋での協力者を得るこ

とができた。
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各役場担当者には負担をかけることにはなったが、初年度に密に連絡をとることによって各自治体

との関係を強固にすることができた。その結果、令和４年度以降は各自治体との密接な連携を継続す

ることでこれ以上遅滞することなく調査を完了させることができた。

一方、自然放射線と人工放射線による周辺線量当量率マップの作成に関しては、レンタカーで測定

地点まで移動し、屋外で調査を実施するため、新型コロナウィルス感染症の蔓延による影響は大きく

受けなかった。その結果、当初の計画よりも大幅に調査が進み３年間かけてデータを取得するところ

２年間で必要なデータを取得することができた。

③ 当初の計画で予定した成果以外（以上）に得られた事項

３年間の調査結果をもとに作成した説明資料を用いて協力を得た住民に結果説明を実施した。その

結果、約 90%の住民は自然放射線による被ばく線量をものさしとすることで、福島原発事故由来の放

射性物質による線量を理解することが容易になったと回答した。一方、調査対象者のほぼ全員が自然

放射線によって年間 1 mSv 以上の被ばくをしている実態を初めて知り、1 mSv が安全と危険の境界で

はないということを理解したようであった。

住民への説明後の会話の中で、自身の測定結果だけでなく、福島県内、国内、世界で行われている

測定結果をもとにそれぞれの年間実効線量の幅も知ることができると参考になるとの意見があり、説

明資料の改訂に繋がった。

また、調査協力者の年齢だけでなく職業背景も重要であり、教員経験者や放射線業務に従事した経

験がなくても福島第一もしくは第二原発で働いた経験がある人は、自然放射線をものさしとした比較

は理解しやすい傾向にあった。さらに、このような背景がある住民からは多くの建設的な意見が得ら

れた。その一例として、県内でも浜通り地域とそれ以外の地域とでは放射線被ばくに対する認識が異

なり、県内全域での調査を継続してほしいとの意見が複数あった。

当初は、飲料水中のトリチウムの分析は計画には含めていなかったが、自治体関係者より海洋放出

前の飲料水中のトリチウム分析をしてほしいとの依頼を受け、本調査事業内で 3 町村の飲料水中のト

リチウム分析を行った。自治体や住民に対して海洋放出前の飲料水中のトリチウム濃度に関する情報

を提供することができた。

４．研究成果の活用方策の提案

本研究をさらに発展させる新たな研究や事業化の提案

1. 福島県内全域における調査の拡大

各自治体関係者の協力を得て協力者へ調査結果を説明している中で、『実測による自然放射線を基

準とした事故の影響の比較は分かりやすいので活動を県内全域に広げてほしい』との声を多く聞い

た。一方、会津や中通り地域では浜通り地域における放射線被ばくに対する誤解により、県内でも風

評加害を生む可能性があるとの情報を得た。そこで、これまで実施してきた自然放射線源からの被ば

く線量を“ものさし”とした調査を県内全域に拡大して実施するとともに、本調査事業で作成した説

明資料の有効性について検証する必要がある。住民の声を聞き、ニーズに沿った調査を実施するため、

令和６年度放射線の健康影響に係る調査事業を進めることとなった。

2. 環境保健行政への活用

取得したデータを図示することで、統一的な基礎資料（上巻）の第２章「身の回りの放射線」や第
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７章の「環境モニタリング」への充実につながると考えている。具体的には、『日常生活における自然

放射線被ばく』として各線源ごとに世界平均や国内平均と並べて浜通りの調査結果をパイチャートで

示すことができる。環境モニタリングの関連としては、３町村を一例として人工成分と天然成分とに

分けて被ばく形態ごとの積み上げグラフを示すことで現状の把握が容易になるとともに、福島の被ば

くの現状の理解向上につながると考える。その他、本事業で作成した資料は弘前大学、長崎大学、福

島県立医科大学が実施しているリスコミ事業や放射線リスクコミュニケーション相談員支援センタ

ーでの活動にも積極的に活用することで、放射線被ばくの現状の理解普及に貢献することができると

考える。

3. これから原子力発電所や放射線関連施設を建設しようとしている国での調査

インドネシアでは加速器施設等、いくつかの放射線関連施設の建設計画が進められている。さらに、

将来は原子力発電所を建設する計画も上がっている。一方、我々の予備調査によれば教育機関、医療

機関、研究機関に所属する職員自身が放射線に関する理解が乏しく、放射線関連の事故等、有事の際

にはその情報を正しく住民に伝えられる人材がいない。そこで、大規模な放射線に対するリスク認知

調査をインドネシア国内で実施するとともに、放射線関連施設の設置予定地域周辺において我々が本

調査事業を基にした調査を実施することで自然放射線源からの被ばくの実態を明らかにする。さら

に、得られた結果をもとに、放射線関連の事故が起こった際の放射線リスクコミュニケーションへ活

用するためのインドネシア版の放射線に関する基礎資料を作成するとともに、平常時の放射線教育に

利用する。このような調査を実施するために、現在外部資金を獲得する準備を進めている。
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